様式第４号（第５条関係）

事業計画書
１．設計内容
	設計者
	会社名：　　　　　　　　　　　　　氏名：　　　　　　　　　　印

	
	資格
	□（　　）建築士　　（　　）登録第　　　　　　号

	事業名
	工事内容

	■危険廃屋解体費支援事業
	[bookmark: _GoBack]■廃屋の解体に要する経費

	共通
※危険廃屋解体費支援事業
	（具体的な工事の内容）















２．工事施工者
	工事
施工者
	本店の所在地
及び連絡先
	〒

　　　　　　　　　　　　電話(　　　　　　　　　)

	
	名称及び
代表者の役職・氏名
	（名称）
（役職）　　　　　　　（氏名）

	
	担当者の氏名
	（氏名）

	
	施工者登録・
資格等
	リフォーム
	□建設業の許可（　　　　　　　）第　　　　　　号


	
	
	除却
	□建設業の許可（　　　　　　　）第　　　　　　号
□解体工事業登録（　　　　　　　　　　　　　　　）

	工事予定期間
	（着手）　　年　　月　　日　～　（完了）　　年　　月　　日



３．補助対象経費

(1) 交付申請額の算出方法及び経費の配分　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	　項　　　目

	 事 業 費

	補助対象
事業費
	補助基本額
（A）
	 補　助　率

	 交付申請額
（B）

	 解　体　工　事
 
	

	

	

	  B/A＝1/2
	

	
	
	
	
	C(補助限度額)　300,000円

	       計

	

	

	

	B又はCの
少ない額
	


	総 計
	今回交付申請額
	
	
	
	
	

	
	既交付決定額
	
	
	
	
	

	
	変更増減額
	
	
	
	
	


(注１)事業費は、実際に要する事業費を記載すること。
　(注２)補助基本額は、(2)（エ）欄の金額を記載すること。
　(注３)交付申請額は、1,000円未満の端数があるときは、その端数を切捨てること。
　(注４)変更申請の場合には、変更前の記載内容を上段（　）書きすること。

(2) 補助対象事業費の算出方法
	補助対象事業費(ア)
	                    　　　   　　　　　　　　円

	補助対象床面積(イ)
	            　　　             　　　　　　　㎡

	除却工事費
面積限度額

	木 造 住 宅 
	               ㎡×      円/㎡＝             円

	
	非木造住 宅
	               ㎡×      円/㎡＝             円

	
	合　　計(ウ)
	            　　　             　　　　　　　円

	補助基本額(エ)　
　[(ア)又は(ウ)の少ない額]
	             　　×   0 . 8   ＝ 　　　　　　円




　
添付資料
（１）見積書（補助対象経費と補助対象外経費が確認できるもの）
（２）建物の全景写真及び工事予定箇所の現況写真
（３）図面
・配置図(敷地内の全ての建物の配置が分かる図面)
・現況平面図
・詳細図（必要に応じて）
（４）その他必要な書類


